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【発表概要】

韓国特許データベース(KIPRIS)、中国特許データベース(CNIPR)に次いで 2008

年 7 月には台湾特許庁の特許データベースでも明細書全文からの検索（要約だけで

なく特許請求の範囲（クレーム）や発明の詳細な説明（明細書全文）も）が可能となっ

た。

これら３特許庁関係特許データベースの書誌の収録については、既にいくつかの

報告があるが、抄録やクレーム、明細書全文の収録状況については未だ報告されて

いない。

本報告では、これらのデータベースにおける抄録・クレーム・明細書全文の収録状

況について報告するとともに、収録が遅れており、収録のタイムラグも大きい商用デー

タベースのアジア３特許庁における最新特許情報収集の問題点と各特許庁関係特許

データベースの活用について提案する。
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1. はじめに

ここ数年、中国、韓国、台湾の特許庁

関係のデータベースが相次いで改善さ

れ、使いやすいものとなってきた。中国

特許庁データベースを管理・運営してい

る知識産権出版社による特許データベ

ース「CNIPR」の中国語データベースで

は数年前にクレームや明細書全文から

の検索が可能となったが、昨年になって

英語データベースのクレームや明細書

全文を機械翻訳ではあるが英語で閲覧

可能とした（但し、現時点では翻訳デー

タに欠落あり）。

韓国特許データベース（KIPRIS）に

おいては、2007 年にハングルデータベ

ースでクレームや明細書全文からの検

索がハングルだけでなく英語でも可能と

なり、さらに昨年には、検索結果の「発明

の名称」および「審査経過情報」部分に

英語を併記するなどの改善があった。

そして昨年 7 月、台湾特許庁中国語

データベースにおいても、クレームや明

細書全文からの検索が可能となった。

他方、従前からワールドワイドな特許情

報を提供してきた英語商用データベー

スでは、アジアの特許情報の欠落、収録

のタイムラグの問題について、日本企業

のアジアに対する関心の高さに押され、

特に中国に関して収録のタイムラグの改

善が見られるものの、韓国や台湾のデー

タについては収録のタイムラグが大きい

（台湾においてはタイムラグ１年以上、と

いう状況である）。

これら３特許庁関係特許データベース

の書誌の収録については、既にいくつか

の報告があるが 1),2),3)、抄録やクレー

ム、明細書全文の収録状況については

未だ報告されていない。

本報告では、これらデータベースの抄

録やクレーム、明細書全文の収録状況

を検証するとともに、英語商用データベ

ースでは得られない直近の最新情報を

各特許庁データベースから入手し、社内

に配信する、いわゆるＳＤＩとして活用す

る方法についても提案する。

2. 検証方法

商用の英語データベースには、

「AB/FA」や「AB=YES」などの抄録収

録の有無を確認するコマンドが用意され

ているが、各特許庁のデータベースには

そのようなコマンドはない。したがって、

極めて初歩的ではあるが、抄録、クレー

ムおよび明細書全文に最も頻出するワ

ード（英語データベース）および原語（原

語データベース）を予め調べ、それらを

基に各データベースにおける各年度の

収録状況を調べた。

2-1．収録データの検証

まず、各特許庁データベース（表

2-1）の抄録を対象に出現頻度の高そ

うなワード（英語データベース）およ

び原語（原語データベース）を試行錯

誤的に抽出し、それぞれ 2007 年度の

収録状況を調べ、書誌収録数を 100 と

して収録率を求めた。収録率の高いワ

ードおよび原語の集合を本検索用ワ

ードおよび原語として用いた。

次いで、本検索として予備検索で得

られた高頻出度のワード集合を用い

て各年度の抄録、クレーム、明細書全

文の収録数を調べ、書誌収録数を 100

として収録率を求めた。

ワード集合の文字数が多いほど書

誌収録数に近くなり収録率も 100％に

近づくことになるが、クレーム中や明

細書全文からの検索では、文字数が多

くなると検索に時間がかかり、場合に

よってはタイムアウトとなって検索

できないこととなるため、抄録検索用

のワード集合より若干少ないワード

でクレームや明細書全文の収録を調
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べることとした。したがって、収録率

が 97～98％以上であれば、ほぼ 100％

収録されているものと見做すことが

できる。

表2-1に各特許庁の検証対象データ

ベースと検証フィールドを示した。

表 2-1．検証対象データベース

AB CL FULL

SIPO (CN) ○
CNIPR (CN) ○ ○ ○
TIPO (TW) ○ ○ ○

KIPRIS (KR) ○ ○ ○

また、英語商用データベースとしてＤ

ＷＰＩについて、中国、台湾、韓国の書誌

および抄録の収録（AB/FA）を調べ、各

特許庁のデータと比較した。

2-2．キーワード検索による検証

出願前の新規性調査（公知例調査）

や無効化資料調査では、具体的な化合

物名や物質番号（CAS No.、カラーイ

ンデックス番号など）、あるいは特殊

な技術用語や化学式、単位記号などを

検索することもある。これらが抄録に

顕現するのは、発明のポイントがそれ

らにある場合であり、通常はクレーム

や明細書全文中の記載にとどまるこ

とが多い。

本検討の対象である中国、台湾、韓

国などアジアの特許データベースに

おいては、商用データベースのクレー

ムや明細書全文からの検索は不充分

である（US,EP などにファミリーが

あれば、それらファミリーのレコード

を対象に検索は可能であるが、ファミ

リーがない場合にはクレーム等から

の検索は不充分となる）。

そこで、一般的な技術用語として

「ポリカーボネート」について、化学

式として珪素系の化合物であるシル

セスキオキサンを表わす「RSiO1.5」

および「RSiO3/2」など数種のキーワ

ード、化学式についてアジア各特許庁

の英語および原語データベースと商

用データベースの抄録、クレーム、明

細書全文の収録を比較し、調査時の有

用性について判断した。

3. 検証結果

3-1. 収録データの検証

商用英語データベース(DWPI)の抄

録および各特許庁データベースの抄録

(AB)、クレーム(CL)、明細書全文

(FULL)の収録タイムラグの概要を、表

3-1（英語データベース）、表 3-2（原語デ

ータベース）に示した（2009/08 現在）。

表 3-1．英語データベースタイムラグ

AB CL FULL

DWPI(CN) 1M - -

(TW) 12M - -

(KR) 2M - -

SIPO(CN) 4M - -

CNIPR(CN) 1M - 6M

TIPO(TW)告 8M - -

開 8M - -

KIPRIS(KR) 3M - -

表 3-2．原語データベースタイムラグ

AB CL FULL

SIPO(CN) 1W - -

CNIPR(CN) 1W 2W 2W

TIPO(TW)告 1W 1W 1W

開 2W 9M 9M

KIPRIS(KR) 1W 1W 1W

TIPO は公開と公告、その他は公開

（M：Month W：Week） 2009/08 現在

英語データベースは商用、各特許庁

とも収録タイムラグが大きく、収録はほと

んど抄録までである。これに対し、原語

データベースの収録タイムラグは各特許

庁のデータ更新と同時であり、中国およ

び韓国においては毎週、台湾において
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は公告：１０日、公開：15日となっており、

抄録だけでなく、クレームや明細書全文

からも同じタイムラグで検索できた（台湾

の公開特許のみクレーム、全文は９ヶ月

のタイムラグがあった）。

3-2. キーワード検索による検証

「polycarbonate」や添字付きの化

学式（「RSiO1.5」「RSiO3/2」）なども

抄録と同様のタイムラグでの収録が

確認できたが、原語データベースのク

レームや全文から得られた情報が

DWPI および各特許庁英語データベ

ースでは得られないことも確認でき

た（詳細なデータについて発表するこ

ととしたい）。

また、特に台湾の特許情報について

は、DWPI の書誌・抄録とも公告特許

の収録は 2008 年の途中まで、公開特

許は 2005 年および 2009 年は未収録

であり、台湾特許庁の英語データベー

スでも公告特許は 2008 年以降、公開

特許は 2009 年 2 月以降抄録の収録が

なかったので英語データベースで最

新情報を配信することはできない。

DWPI のこれら３国・地域における

抄録収録は、原語抄録の収録数よりも

いずれも多くなったが、「1/CYC」と

１国出願のみに限定すると原語収録

数よりも少ないかゼロとなったこと

から、ＵＳ、ＥＰ、ＰＣＴなどのファ

ミリー特許抄録からの抽出によるも

のと考えられる。

4. 考察

ＵＳ、ＥＰ、ＰＣＴ特許と異なり、アジア

の特許情報に関しては、商用データベ

ースおよび各特許庁の英語データベー

スでは、データ収録のタイムラグが大きく、

最新特許情報の配信としてのＳＤＩとして

は問題があり、日本特許と同様のタイム

ラグでＳＤＩ配信するには各国・地域特許

庁の原語データベースに頼らざるを得な

いことがわかった。

原語検索および原語検索結果で得ら

れた情報は、中国語やハングルであり、

原語入力および翻訳が必要となるという

ハンディが存在するが、少し工夫するこ

とで解決することができる。2004 年以降

の台湾原語データベースおよび韓国特

許データベースにおいては、英語でも検

索できるようになり、両特許原語データ

ベースの検索結果の「発明の名称」は、

原語と共に英語表記されており、情報の

配信先において関係ある情報かどうかを

容易に判断できるようになった。

しかし、商用データベースにおいても

2009 年に入って、人手翻訳による中国、

韓国特許データベース （ Thomson

Innovation）、機械翻訳によるフルテキ

ストデータベース（QPAT）などが提供さ

れるようになり、タイムラグも大幅に改善

され、クレームや全文からの検索も可能

となってきたことは喜ばしい。

したがって、今後のアジアの特許情報

は、遡及検索は商用データベースで、Ｓ

ＤＩなどの最新特許情報は原語データベ

ースを利用して補完する、というような利

用方法が有用ではないかと考えられる。

原語データベースの簡易検索法、得ら

れた原語検索結果の簡易翻訳法も含め

て提案したい。
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